
③安全確
 実施

④耐震化
 実施

⑤⻑寿命
 実施

⑥複合化
や廃
⽅針 

⑦総合
画的
実現
の体
⽅針 

 

確保の 
⽅針 

化の 
⽅針 

命化の 
⽅針 

化・集約化
廃⽌の推進

合的かつ計
的な管理を
現するため
体制の構築

建築

・⽇常点検
状況を把
果をデー
れた施設
踏まえな
に努める
の推進等
確保を図

・⽼朽化に
も利⽤⾒
しや除去

・「⼤衡村
優先的に
ている「住
建築物（
物）」の耐

・ライフサ
とができ
命化を図

・これから
は、⻑寿
持管理コ

・公営住宅
⻑寿命化
き、⻑寿

・総合計画
的な管理
真に必要
なものと

・具体的に
した機能
の相互利
より、施
ともに、維

・現在利⽤
が⾒込め
の利⽤状
保有の必

①庁内にお
・⼀元的
・全職員

②⺠間活⼒
・⺠間活⼒

す。 
③住⺠との

・村の財
た情報

・住⺠か
の協働

※１ PPP：
※２ PFI：

築系公共施設

検や定期点検に
把握に努めます

タベース化し
設は、施設の利
ながら、計画的

ほか、ユニバ
等により、機能

ります。 
より供⽤廃⽌

⾒込みのない施
去など安全性の

村耐震改修促進
耐震化を図る
住宅」「特定建
特定建築物及

耐震化を計画

サイクルコス
る施設を対象
ります。 
⼤規模改修の

寿命化を併せて
ストの縮減を
については、

化計画』（平成
寿命化を推進し

画等を踏まえ、
理運営を⽬指し
要となる公共サ

するよう検討
は、施設の空
集約や県・近
⽤、代替サー

施設総量のコン
維持管理経費
していない施

めない施設など
状況や運営状況
必要性を検討し

おける意識啓発
的、⼀体的な管
員対象の研修会

の活⽤体制の
⼒による効果

の情報共有と協
政状況や公共

報公開に努めま
ら広く意⾒を

働による公共施

：公⺠が連携し
PPP の代表的
⾦とノウハウを活
サービスの提供

設（建築物）

により、施設
す。さらに、
し、危険性が
利⽤状況や優
的な維持補修
バーサルデザ
能の維持、安

⽌された施設
施設は、施設
の確保を図り

進計画」に基
るべき建築物
建築物」及び
及び防災上重

画的に推進しま

トの縮減を⾒
象に、建築物

の時期を迎え
て実施し⻑期
を図ります。
『⼤衡村公営
26 年 2 ⽉）

します。 

適正な配置
し、将来にわ
サービスを持
討します。 
空きスペース
近隣市町の既
ービスの検討
ンパクト化を

費の縮減を図
施設や将来的
どについては
況等を踏まえ
します。 

発 
管理を⾏い、
会の開催等に
の構築 
果が期待でき

協働体制の構
共施設等の保
ます。 
を募り、公共
施設の維持管

 して公共サービス
的な⼿法のひとつ
活⽤し、公共サー

供を図ること。 

 

設の劣化
点検結

が認めら
優先度を
修や更新
ザイン化
安全性の

設や今後
設の取壊
ります。

・点
保
性

基づき、
物とされ
び「村有
重要建築
ます。

・イ
た
る
要
化

⾒込むこ
物の⻑寿

える施設
期的な維

 
営住宅等

に基づ

・今
予
ラ
た
持

・橋
繕
寿

置と効率
わたって
持続可能

スを活⽤
既存施設
討などに
を図ると
ります。

的に利⽤
は、施設
えつつ、

・今
ズ
て
理

ムダやムラ
により、庁内

きる施設につい

構築 
保有状況につい

共施設等の総合
管理のあり⽅

スの提供を⾏う枠
つ。公共施⼯等
ービスの提供を⺠

⼟⽊系公

点検・診断等
保全」を進め
性の確保に努

インフラは利
た供給が⾏わ
ることから、
要性を踏まえ
化を推進しま

今後の財政状
予防保全によ
ライフサイク
た、定期的な
持管理を図り
橋梁について
繕計画』（平成
寿命化を推進

今後の社会・
ズを踏まえな
て、中⻑期的
理、廃⽌を計

のない維持管
のマネジメン

いて、PPP※１

いて、ホーム

合的な管理に
について検討

枠組みのこと 
等の設計、建設、
⺠間主導で⾏う

共施設（イ

等の実施⽅針を
めながら、各
努めます。 

利⽤者の安全
われることが

各施設の特
えて、点検結
ます。 

状況や社会情
よって⻑寿命
クルコストを
な点検や修繕
ります。 
ては、『⼤衡村
成 25 年 3 ⽉

進します。 

経済情勢の
ながら、財政
的な視点から
計画的に⾏い

管理を⾏いま
ント意識の共

１や PFI※２の

ムページや広

に反映させる
討します。 

維持管理及び
うことで、効率的か

インフラ）

を踏まえ、「予
各インフラの安

全性確保や安定
が極めて重要で

性や緊急性、
結果に基づき耐

情勢等を踏まえ
命化を図りなが

縮減します。
繕による適正な

村橋梁⻑寿命化
⽉）に基づき、

変化や住⺠ニ
政状況等を考慮

施設の維持
ます。 

ます。 
共有を図ります

導⼊を検討し

報紙等を活⽤

仕組みや住⺠

び運営に、⺠間の
かつ効果的な公

予防
安全

定し
であ

重
耐震

え、
がら
。ま
な維

化修
、⻑

ニー
慮し
・管

す。

しま

⽤し

⺠と

の資
公共

 
１．はじめ

近年、⼈
とに加え、
性不⾜に伴

これまで
たって、⻑
に努め、公
策定してき
を踏まえつ
して調査・
設の最適化

なお、本
定にあたっ
基づき策定
 
２．公共施
（１）建築

本村が
27 年 3 ⽉
多く、次
っていま

建築年
を占めて

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ⼦育て⽀援施

508㎡
1.1%

公営
1

めに 
⼈⼝減少や少

⾼度経済成
伴い施設の改
で本村では、
⻑寿命化等の
公営住宅や橋
きましたが、
つつ、村が保

分析を⾏い
化を図ること
本計画は、「
っての指針」
定しています

施設等の現
築系公共施

が保有する建
⽉末現在）。

次いで学校教
ます。 
年代別にみる
ています。

学

施設

営住宅施設等
16,954㎡
35.3%

産業系施設
977㎡
2.0%

供給処
3
0

⽤途区分別

大衡村

少⼦⾼齢化の
成⻑期に整備
改修や更新を

公共施設等
の観点から修
橋梁等に関す

本計画は、
保有・管理す
い、今後の管
とを⽬的に作

「公共施設等
（平成 26 年

す。 

現状 
施設の現状
建築系公共施

延床⾯積の
教育系施設が

ると、築 51

⾏政系施設
7,423㎡
15.5%

学校教育系施設
12,847㎡
26.8%

処理施設
06㎡

0.6%

その他施
224㎡
0.5%

別延床⾯積構成

村公共施
概

の進⾏などに
備された公共
を⾏う必要性
等の有効利活
修繕等の適切
する⻑寿命化

これまでの
する公共施設
管理経費の削
作成するもの

等総合管理計
年４⽉、総務

施設は、総棟
の内訳をみる
が 26.8％（

年以上の建

⽂化系施
3,480
7.3%

ｽﾎ

保健・福祉施
1,783㎡
3.7%

施設
㎡
%

成⽐

施設等総
概要版 

により社会構
共施設等（建
性が⾼まって
活⽤にあ
切な管理
化計画を
の取組み
設等に対
削減と施
のです。 

計画の策
務省）に

棟数 170 棟
ると、公営住
12,847 ㎡）

建築物はなく

施設
0㎡
%

ﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ
施設

3,463㎡
7.2%

施設
㎡

総合管理

構造や住⺠ニ
建築物、イン
ています。 

棟、延床⾯積
住宅施設等が
）、⾏政系施

く、築 31 年

築21〜30
15,520㎡
32.4%

築11〜2
7,260
15.1%

築

建築年

理計画 

ニーズが⼤
ンフラ資産

積合計は約
が 35.3％

施設が 15.5

年以上の建築

築4
12
2

築0年
㎡

%

20年
0㎡
%

築10年未満
2,633㎡
5.5%

年代別延床⾯

きく変化し
）は、⽼朽

4.8 万㎡で
（16,954 ㎡
％（7,423

築物が全体の

1〜50年
2,492㎡
26.0%

築31〜40年
10,060㎡
21.0%

⾯積構成⽐

しているこ
朽化・耐震

です（平成
㎡）と最も

㎡）とな

の 47.0％

築31年以上
47.0％

上



（２）⼟
本村

 
３．公共

本村が
務省の試
（年平均

この費
にあたり
年間約 7
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

億円

※総務省
・建築系
・道路は
・橋梁は
・上⽔道
・下⽔道

⼟⽊系公共
村の⼟⽊系

共施設等の
が保有する公
試算条件※に
均）約 12.4
費⽤は、過去
り、これまで
7.1 億円が不

H29

〜10

省の試算条件 
系公共施設は、建
は、15 年毎に舗
は、60 年毎に更
道（管路）は、4
道（管路）は、

共施設の現状
系公共施設の

種別 
道路 
橋梁 
上⽔道（管
下⽔道（管

の維持管理
公共施設（建

に基づき今後
4 億円と⾒込
去 5 年間の維
で⽀出してき
不⾜すると

H34 H

下⽔道

0年後

建築後 30 年で
舗装を更新するも
更新するものとして

40 年毎に更新
50 年毎に更新

今後 40 年

状 
の現状（平

延⻑
65

路） 延⻑
路） 延⻑

・更新等に
建築系、⼟⽊

後 40 年間の
込まれます。
維持管理等
きた費⽤が今
⾒込まれま

H39 H

上⽔道

11〜20

で⼤規模改修、
ものとして、⾯積
て、構造別⾯積

新するものとして、
新するものとして、

年間の改修・更

平成 27 年 3

⻑：128,083
橋、延⻑：1

⻑：125,337
⻑：62,363ｍ

に係る中⻑
⽊系）の改

の費⽤を試算
。 
にかけてき
今後も維持

ます。 

H44 H4

橋

0年後

年間 
約 7.1 億不

60 年で建替え
積単価を⽤いて試
積単価を⽤いて試

管径別延⻑単
管径別延⻑単

更新等に係る経

3 ⽉末現在
数量 

3ｍ、⾯積：9
,027ｍ、⾯積
7ｍ 
ｍ 

期的な経費
改修・更新・
算すると、4

た費⽤（年
持できると仮

49 H5

橋梁

21〜30年

投

40年間

不足

えを⾏うものとして
試算。 
試算。 

単価を⽤いて試算
単価を⽤いて試算

経費（建築物

在）は、下記

964,879 ㎡ 
積：6,857 ㎡

費の⾒込み
建替え等に
0 年間の総

年平均 5.3 億
仮定した場合

4 H59

道路

年後

投資的経費：年

間の更新費⽤：

て、⽤途別延床

算。 
算。 

物及びインフラ

記のとおり

㎡ 

み 
に係る経費に
総額は約 496

億円）の約 2
合、今後の維

9 H64

建築物

31〜40年後

年平均 5.3億円

年平均 12.4

床⾯積単価を⽤

ラ） 

りです。 

について、総
6 億円、年間

2.3 倍の費⽤
維持更新には

後

円

4億円

いて試算。 

総
間

⽤
は

４．公共施
（１）基本

現状や
な管理・
要とする

なお、
また、

ます。
 
■供給

将来
コン
給量

■既存
既存
があ
施設

■効率
情報
活⼒

 
（２）具体

 

①点検・診
実施⽅針

②維持管理
修繕・更
実施⽅針

 

施設等の総
本的な考え

や社会経済情
運営、安全

る⾏政サービ
本計画の計
財政状況や

給量の適正化
来の⼈⼝動向
ンパクト化（
量の適正化」
存施設の有効
存施設は、⽼朽
ある施設につ
設の有効活⽤
率的な管理
報の⼀元管理

の導⼊の検

体的な取組

診断等の
針 

・
施

・

検

・

理・ 
更新等の
針 

・修
体

・施

化

総合的かつ計
え⽅ 
情勢等を踏ま
全で快適な利
ビスの維持・
計画期間は、
や制度変更、

化 
や財政状況を

（統合、廃⽌
を図ります。
効活⽤ 
朽化の状況や

ついては、計
」を図ります
・運営 

理や共有を図る
検討などによ

組⽅策 

建築系公

旧耐震基準建
施設について
既に耐震化済
り耐震性を有
耐震基準建築
検を実施し劣
的な⼤規模改
⽐較的近年
は、建築後
実施し、予防

修繕や⼩規模
体制を構築し
施設の更新に
⺠ニーズ、周
え適正規模を
化や減築を検
を⽬指します
器の導⼊等、
めます。

計画的な管

まえつつ、全
利⽤環境を実
・向上を図り

平成 29 年
社会情勢の

を踏まえつつ
及び取壊し等
。 

や利⽤実態及
画的な修繕
す。 

るための管理
り、「効率的

公共施設（

建築物で耐震
ては耐震診断
済の施設や耐
有すると判断
築物について
劣化状況の把
改修の実施を
に建築された
15 年を⽬安

防保全を図り

模改修に速や
します。 
にあたっては
周辺施設の⽴
を想定した上
検討し、効率
す。あわせて

トータルコ

管理に関する

全庁的かつ⻑
実現するため
ります。 
年度から平成
の変化などを

つ、施設総量
等）及び維持

及び需要の⾒
による施設の

理システムの
的な管理・運

（建築物） 

震診断が未実施
断を実施します
耐震診断結果
断された施設
ては、定期的
把握に努め、計
を検討します
た施設につい

安に劣化調査等
ります。 

やかに対応で

は、⼈⼝動向や
⽴地状況等を踏
上で、機能の複
率的な施設の配
て、省エネ対応
コストを縮減

る基本⽅針

⻑期的な視点
め、以下の

成 38 年度ま
を踏まえて、

量（延床⾯積
持継続する施

⾒通しを踏ま
の品質の保持

の構築、全庁
運営」を推進

⼟

施の
す。 
によ
、新
に点
計画
。 
いて
等の

・イン
であ
維持
「事
図り

・定期
措置
態や
検・
ルを

きる

や住
踏ま
複合
配置
応機
に努

・イン
効果
ラン

・施設
計画
て維
の改

針 

点に基づき
３つの⽅針

までの 10 年
、必要に応

積）の縮減を
施設の⻑寿命

まえ、今後も
持や機能の改

庁的な推進体
進します。 

⼟⽊系公共施

ンフラ資産は
あることから
持し、⻑期に
事後保全」か
ります。 
期的な点検・
置を⾏うとと
や対策履歴の

診断に活⽤
を確⽴します

ンフラ資産は
果を考慮して
ンスよく実施
設の整備や更
画の内容を踏
維持管理しや
改善を図りま

、公共施設
に基づき、

年間とします
じ適宜⾒直

を図り、公共
命化を推進し

も継続してい
改善に努め、

体制の確⽴及

施設（インフ

、地域の基盤
、施設性能を

にわたり使⽤で
ら「予防保全

診断結果に基
もに、得られ

の情報を記録
するメンテナ
。

、費⽤対効果
、新設及び維
します。 
新にあたって
まえつつ、⻑
すい素材を使
す。 

設等の適切
住⺠が必

す。 
直しを⾏い

共施設の
し、「供

いく必要
、「既存

及び⺠間

フラ） 

盤となる施設
を可能な限り
できるよう、

全」へ転換を

基づき必要な
れた施設の状
録し、次期点
ナンスサイク

果や経済波及
維持保全をバ

ては、各個別
⻑期にわたっ
使⽤するなど

設
り
、

を

な
状
点
ク

及
バ

別
っ
ど


